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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｍｇの含有量が７０ｍａｓｓｐｐｍ以上４００ｍａｓｓｐｐｍ以下の範囲内、Ａｇの含
有量が５ｍａｓｓｐｐｍ以上２０ｍａｓｓｐｐｍ以下の範囲内であり、残部がＣｕ及び不
可避不純物とした組成を有し、Ｐの含有量が３．０ｍａｓｓｐｐｍ未満であり、
　導電率が９０％ＩＡＣＳ以上であり、
　ＥＢＳＤ法により１００００μｍ２以上の測定面積を、０．２５μｍの測定間隔のステ
ップでＣＩ値が０．１以下である測定点を除いて、各結晶粒の方位差の解析を行い、隣接
する測定点間の方位差が１５°以上となる測定点間を結晶粒界とし、Ａｒｅａ　Ｆｒａｃ
ｔｉｏｎにより平均結晶粒径Ａを求め、平均結晶粒径Ａの１０分の１以下となる測定間隔
のステップで測定して、総数１０００個以上の結晶粒が含まれるように、複数視野で１０
０００μｍ２以上となる測定面積で、データ解析ソフトＯＩＭにより解析されたＣＩ値が
０．１以下である測定点を除いて解析し、隣接する測定点間の方位差が２°以上１５°以
下となる測定点間である小傾角粒界およびサブグレインバウンダリーの長さをＬＬＢ、隣
接する測定点間の方位差が１５°を超える測定点間である大傾角粒界の長さをＬＨＢとし
たときに、
　ＬＬＢ／（ＬＬＢ＋ＬＨＢ）＞２０％
の関係を有することを特徴とする銅合金。
【請求項２】
　０．２％耐力が１５０ＭＰａ以上４５０ＭＰａ以下の範囲内であることを特徴とする請
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求項１に記載の銅合金。
【請求項３】
　平均結晶粒径が１０μｍ以上１００μｍ以下の範囲内であることを特徴とする請求項１
又は請求項２に記載の銅合金。
【請求項４】
　残留応力率が１５０℃、１０００時間で５０％以上であることを特徴とする請求項１か
ら請求項３のいずれか一項に記載の銅合金。
【請求項５】
　請求項１から請求項４のいずれか一項に記載の銅合金からなることを特徴とする銅合金
塑性加工材。
【請求項６】
　厚さが０．５ｍｍ以上８．０ｍｍ以下の範囲内の圧延板であることを特徴とする請求項
５に記載の銅合金塑性加工材。
【請求項７】
　表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を有することを特徴とする請求項５又は請求項６
に記載の銅合金塑性加工材。
【請求項８】
　請求項５から請求項７のいずれか一項に記載された銅合金塑性加工材を用いて作製され
たことを特徴とする電子・電気機器用部品。
【請求項９】
　請求項５から請求項７のいずれか一項に記載された銅合金塑性加工材を用いて作製され
たことを特徴とする端子。
【請求項１０】
　請求項５から請求項７のいずれか一項に記載された銅合金塑性加工材を用いて作製され
たことを特徴とするバスバー。
【請求項１１】
　請求項５から請求項７のいずれか一項に記載された銅合金塑性加工材を用いて作製され
たことを特徴とする放熱基板。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バスバー、端子、放熱基板等の電子・電気機器用部品に適した銅合金、この
銅合金からなる銅合金塑性加工材、電子・電気機器用部品、端子、バスバー、及び、放熱
基板に関する。
　本願は、２０１９年１１月２９日に、日本に出願された特願２０１９－２１６５５３号
に基づき優先権を主張し、その内容をここに援用する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、バスバー、端子、放熱基板等の電子・電気機器用部品には、導電性の高い銅又は
銅合金が用いられている。
　電子機器や電気機器等の大電流化にともない、電流密度の低減およびジュール発熱によ
る熱の拡散のために、これら電子機器や電気機器等に使用される電子・電気機器用部品の
大型化、厚肉化が図られている。
【０００３】
　大電流に対応するために導電率に優れた無酸素銅等の純銅材が適用される。しかしなが
ら、純銅材においては、耐応力緩和特性に劣っており、高温環境下での使用ができないと
いった問題があった。
　そこで、特許文献１には、Ｍｇを０．００５ｍａｓｓ％以上０．１ｍａｓｓ％未満の範
囲で含む銅圧延板が開示されている。
【０００４】
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　特許文献１に記載された銅圧延板においては、Ｍｇを０．００５ｍａｓｓ％以上０．１
ｍａｓｓ％未満の範囲で含み、残部がＣｕ及び不可避不純物からなる組成を有しているの
で、Ｍｇを銅の母相中に固溶させることができ、導電率を大きく低下させることなく、強
度、耐応力緩和特性を向上させることが可能であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１６－０５６４１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、最近では、エンジンルーム等の高温環境下で使用されることが多く、従来に
も増して耐応力緩和特性を向上させる必要がある。さらに、大電流が流された際の発熱を
さらに抑制するために、導電率をさらに向上させる必要がある。すなわち、導電率と耐応
力緩和特性とをバランス良く向上させた銅材が求められている。
　厚肉化した場合には、電子・電気機器用部品を成形する際の曲げ加工条件が厳しくなる
ため、優れた曲げ加工性、強度も求められている。
【０００７】
　この発明は、前述した事情に鑑みてなされたものであって、高い導電率と優れた耐応力
緩和特性とを有するとともに、曲げ加工性、強度に優れた銅合金、銅合金塑性加工材、電
子・電子機器用部品、端子、バスバー、放熱基板を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この課題を解決するために、本発明者らが鋭意検討した結果、導電率と耐応力緩和特性
をバランス良く向上させるためには、組成の制御のみでは十分ではなく、組成に合わせた
組織制御を行うことが必要であることが明らかになった。すなわち、最適な組成と組織制
御とを両立することにより、従来よりも高い水準で導電率と耐応力緩和特性とをバランス
良く向上させることが可能となるとの知見を得た。また、最適な組成と組織制御とを両立
することにより、曲げ加工性、強度の向上を図ることが可能であるとの知見を得た。
【０００９】
　本発明は、上述の知見に基づいてなされたものであって、本発明の一態様である銅合金
は、Ｍｇの含有量が７０ｍａｓｓｐｐｍ以上４００ｍａｓｓｐｐｍ以下の範囲内、Ａｇの
含有量が５ｍａｓｓｐｐｍ以上２０ｍａｓｓｐｐｍ以下の範囲内とされ、残部がＣｕ及び
不可避不純物とした組成を有し、Ｐの含有量が３．０ｍａｓｓｐｐｍ未満とされており、
導電率が９０％ＩＡＣＳ以上とされ、ＥＢＳＤ法により１００００μｍ２以上の測定面積
を、０．２５μｍの測定間隔のステップでＣＩ値が０．１以下である測定点を除いて、各
結晶粒の方位差の解析を行い、隣接する測定点間の方位差が１５°以上となる測定点間を
結晶粒界とし、Ａｒｅａ　Ｆｒａｃｔｉｏｎにより平均結晶粒径Ａを求め、平均結晶粒径
Ａの１０分の１以下となる測定間隔のステップで測定して、総数１０００個以上の結晶粒
が含まれるように、複数視野で１００００μｍ２以上となる測定面積で、データ解析ソフ
トＯＩＭにより解析されたＣＩ値が０．１以下である測定点を除いて解析し、隣接する測
定点間の方位差が２°以上１５°以下となる測定点間である小傾角粒界およびサブグレイ
ンバウンダリーの長さをＬＬＢ、隣接する測定点間の方位差が１５°を超える測定点間で
ある大傾角粒界の長さをＬＨＢとしたときに、ＬＬＢ／（ＬＬＢ＋ＬＨＢ）＞２０％の関
係を有することを特徴としている。
【００１０】
　この構成の銅合金によれば、Ｍｇ，Ａｇ，Ｐの含有量を上述のように規定するとともに
、小傾角粒界およびサブグレインバウンダリーの長さＬＬＢと大傾角粒界の長さＬＨＢと
がＬＬＢ／（ＬＬＢ＋ＬＨＢ）＞２０％の関係を有しているので、導電率を大きく低下さ
せることなく耐応力緩和特性を向上させることができ、９０％ＩＡＣＳ以上の高い導電率
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と優れた耐応力緩和特性とを両立することが可能となる。また、曲げ加工性、強度につい
ても向上させることが可能となる。
【００１１】
　本発明の一態様である銅合金においては、０．２％耐力が１５０ＭＰａ以上４５０ＭＰ
ａ以下の範囲内とされていることが好ましい。
　この場合、０．２％耐力が１５０ＭＰａ以上４５０ＭＰａ以下の範囲内とされているの
で、厚さ０．５ｍｍを超える板条材としてコイル状に巻き取っても、巻き癖がつくことが
なく、取り扱いが容易となり、高い生産性を達成することができる。このため、大電流・
高電圧向けの端子、バスバー、放熱基板等の電子・電気機器用部品用の銅合金として特に
適している。
【００１２】
　本発明の一態様である銅合金においては、平均結晶粒径が１０μｍ以上１００μｍ以下
の範囲内とされていることが好ましい。
　この場合、平均結晶粒径が１０μｍ以上１００μｍ以下の範囲内とされているので、原
子の拡散経路となる結晶粒界が必要以上に存在せず、耐応力緩和特性を確実に向上させる
ことが可能となる。
【００１３】
　本発明の一態様である銅合金においては、残留応力率が１５０℃、１０００時間で５０
％以上とされていることが好ましい。
　この場合、残留応力率が１５０℃、１０００時間で５０％以上とされており、耐応力緩
和特性に優れており、高温環境下で使用される電子・電気機器用部品を構成する銅合金と
して特に適している。
【００１４】
　本発明の一態様である銅合金塑性加工材は、上述の銅合金からなることを特徴としてい
る。
　この構成の銅合金塑性加工材によれば、上述の銅合金で構成されていることから、導電
性、耐応力緩和特性、曲げ加工性、強度に優れており、厚肉化した端子、バスバー、放熱
基板等の電子・電気機器用部品の素材として特に適している。
【００１５】
　本発明の一態様である銅合金塑性加工材においては、厚さが０．５ｍｍ以上８．０ｍｍ
以下の範囲内の圧延板であってもよい。
　この場合、厚さが０．５ｍｍ以上８．０ｍｍ以下の範囲内の圧延板であることから、こ
の銅合金塑性加工材（圧延板）に対して打ち抜き加工や曲げ加工を施すことで、端子、バ
スバー、放熱基板等の電子・電気機器用部品を成形することができる。
【００１６】
　本発明の一態様である銅合金塑性加工材においては、表面にＳｎめっき層又はＡｇめっ
き層を有することが好ましい。
　この場合、表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を有しているので、端子、バスバー、
放熱基板等の電子・電気機器用部品の素材として特に適している。本発明において、「Ｓ
ｎめっき」は、純Ｓｎめっき又はＳｎ合金めっきを含み、「Ａｇめっき」は、純Ａｇめっ
き又はＡｇ合金めっきを含む。
【００１７】
　本発明の一態様である電子・電気機器用部品は、上述の銅合金塑性加工材を用いて作製
されたことを特徴としている。本発明における電子・電気機器用部品とは、端子、バスバ
ー、放熱基板等を含む。
　この構成の電子・電気機器用部品は、上述の銅合金塑性加工材を用いて製造されている
ので、大電流用途に対応して大型化および厚肉化した場合であっても優れた特性を発揮す
ることができる。
【００１８】
　本発明の一態様である端子は、上述の銅合金塑性加工材を用いて作製されたことを特徴
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としている。
　この構成の端子は、上述の銅合金塑性加工材を用いて製造されているので、大電流用途
に対応して大型化および厚肉化した場合であっても優れた特性を発揮することができる。
【００１９】
　本発明の一態様であるバスバーは、上述の銅合金塑性加工材を用いて作製されたことを
特徴としている。
　この構成のバスバーは、上述の銅合金塑性加工材を用いて製造されているので、大電流
用途に対応して大型化および厚肉化した場合であっても優れた特性を発揮することができ
る。
【００２０】
　本発明の一態様である放熱基板は、上述の銅合金塑性加工材を用いて作製されたことを
特徴としている。すなわち、放熱基板の少なくとも半導体と接合される一部が、上述の銅
合金塑性加工材で形成されている。
　この構成の放熱基板は、上述の銅合金塑性加工材を用いて製造されているので、大電流
用途に対応して大型化および厚肉化した場合であっても優れた特性を発揮することができ
る。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、高い導電率と優れた耐応力緩和特性とを有するとともに、曲げ加工性
、強度に優れた銅合金、銅合金塑性加工材、電子・電子機器用部品、端子、バスバー、放
熱基板を提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本実施形態である銅合金の製造方法のフロー図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下に、本発明の一実施形態である銅合金について説明する。
　本実施形態である銅合金は、Ｍｇの含有量が７０ｍａｓｓｐｐｍ以上４００ｍａｓｓｐ
ｐｍ以下の範囲内、Ａｇの含有量が５ｍａｓｓｐｐｍ以上２０ｍａｓｓｐｐｍ以下の範囲
内とされ、残部がＣｕ及び不可避不純物とした組成を有し、Ｐの含有量が３．０ｍａｓｓ
ｐｐｍ未満とされている。
【００２４】
　本発明の一実施形態である銅合金においては、ＥＢＳＤ法により１００００μｍ２以上
の測定面積を、０．２５μｍの測定間隔のステップでＣＩ値が０．１以下である測定点を
除いて、各結晶粒の方位差の解析を行い、隣接する測定点間の方位差が１５°以上となる
測定点間を結晶粒界とし、Ａｒｅａ　Ｆｒａｃｔｉｏｎにより平均結晶粒径Ａを求め、平
均結晶粒径Ａの１０分の１以下となる測定間隔のステップで測定して、総数１０００個以
上の結晶粒が含まれるように、複数視野で１００００μｍ２以上となる測定面積で、デー
タ解析ソフトＯＩＭにより解析されたＣＩ値が０．１以下である測定点を除いて解析し、
隣接する測定点間の方位差が２°以上１５°以下となる測定点間である小傾角粒界および
サブグレインバウンダリーの長さをＬＬＢ、隣接する測定点間の方位差が１５°を超える
測定点間である大傾角粒界の長さをＬＨＢとしたときに、ＬＬＢ／（ＬＬＢ＋ＬＨＢ）＞
２０％の関係を有している。
　本発明の一実施形態である銅合金においては、導電率が９０％ＩＡＣＳ以上とされてい
る。
【００２５】
　本実施形態である銅合金においては、０．２％耐力が１５０ＭＰａ以上４５０ＭＰａ以
下の範囲内であることが好ましい。
　本実施形態である銅合金においては、平均結晶粒径が１０μｍ以上１００μｍ以下の範
囲内であることが好ましい。
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　本実施形態である銅合金においては、残留応力率が１５０℃、１０００時間で５０％以
上とされていることが好ましい。
【００２６】
　本実施形態の銅合金において、上述のように成分組成、結晶組織、各種特性を規定した
理由について以下に説明する。
【００２７】
（Ｍｇ：７０ｍａｓｓｐｐｍ以上４００ｍａｓｓｐｐｍ以下）
　Ｍｇは、銅の母相中に固溶することで、導電率を大きく低下させることなく、強度及び
耐応力緩和特性を向上させる作用効果を有する元素である。Ｍｇを母相中に固溶させるこ
とにより、優れた曲げ加工性が得られる。
　Ｍｇの含有量が７０ｍａｓｓｐｐｍ未満の場合には、その作用効果を十分に奏功せしめ
ることができなくなるおそれがある。一方、Ｍｇの含有量が４００ｍａｓｓｐｐｍを超え
る場合には、導電率が低下するおそれがある。
　以上のことから、本実施形態では、Ｍｇの含有量を７０ｍａｓｓｐｐｍ以上４００ｍａ
ｓｓｐｐｍ以下の範囲内に設定している。
【００２８】
　強度および耐応力緩和特性をさらに向上させるためには、Ｍｇの含有量を１００ｍａｓ
ｓｐｐｍ以上とすることが好ましく、１５０ｍａｓｓｐｐｍ以上とすることがさらに好ま
しく、２００ｍａｓｓｐｐｍ以上とすることがより好ましく、２５０ｍａｓｓｐｐｍ以上
とすることがより一層好ましい。導電率の低下を確実に抑制するためには、Ｍｇの含有量
を３８０ｍａｓｓｐｐｍ以下とすることが好ましく、３６０ｍａｓｓｐｐｍ以下とするこ
とがさらに好ましく、３５０ｍａｓｓｐｐｍ以下とすることがより好ましい。
【００２９】
（Ａｇ：５ｍａｓｓｐｐｍ以上２０ｍａｓｓｐｐｍ以下）
　Ａｇは、２５０℃以下の通常の電子・電気機器の使用温度範囲ではほとんどＣｕの母相
中に固溶することができない。このため、銅中に微量に添加されたＡｇは、粒界近傍に偏
析する。これにより粒界での原子の移動は妨げられ、粒界拡散が抑制されるため、耐応力
緩和特性が向上する。
　Ａｇの含有量が５ｍａｓｓｐｐｍ未満の場合には、その作用効果を十分に奏功せしめる
ことができなくなるおそれがある。一方、Ａｇの含有量が２０ｍａｓｓｐｐｍを超える場
合には、導電率が低下するとともにコストが増加する。
　以上のことから、本実施形態では、Ａｇの含有量を５ｍａｓｓｐｐｍ以上２０ｍａｓｓ
ｐｐｍ以下の範囲内に設定している。
【００３０】
　耐応力緩和特性をさらに向上させるためには、Ａｇの含有量を６ｍａｓｓｐｐｍ以上と
することが好ましく、７ｍａｓｓｐｐｍ以上とすることがさらに好ましく、８ｍａｓｓｐ
ｐｍ以上とすることがより好ましい。導電率の低下及びコストの増加を確実に抑制するた
めには、Ａｇの含有量を１８ｍａｓｓｐｐｍ以下とすることが好ましく、１６ｍａｓｓｐ
ｐｍ以下とすることがさらに好ましく、１４ｍａｓｓｐｐｍ以下とすることがより好まし
い。
【００３１】
（Ｐ：３．０ｍａｓｓｐｐｍ未満）
　銅中に含まれるＰは、高温での熱処理中に、一部結晶粒の再結晶を促進させ、粗大な結
晶粒を形成させる。粗大な結晶粒が存在すると曲げ加工時に表面の肌荒れが大きくなり、
その部分で応力集中が起きるため、曲げ加工性が劣化する。さらにＰはＭｇと反応して鋳
造中に晶出物を形成し、加工時の破壊の起点となるため、冷間加工時や曲げ加工時に割れ
が発生しやすくなる。
　以上のことから、本実施形態において、Ｐの含有量を３．０ｍａｓｓｐｐｍ未満に制限
している。
　Ｐの含有量は２．５ｍａｓｓｐｐｍ未満であることが好ましく、２．０ｍａｓｓｐｐｍ
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未満であることがより好ましい。
【００３２】
（不可避不純物）
　上述した元素以外のその他の不可避的不純物としては、Ａｌ，Ｂ，Ｂａ，Ｂｅ，Ｂｉ，
Ｃａ，Ｃｄ，Ｃｒ，Ｓｃ，希土類元素，Ｖ，Ｎｂ，Ｔａ，Ｍｏ，Ｎｉ，Ｗ，Ｍｎ，Ｒｅ，
Ｆｅ,Ｓｅ,Ｔｅ,Ｒｕ，Ｓｒ，Ｔｉ，Ｏｓ，Ｃｏ，Ｒｈ，Ｉｒ，Ｐｂ，Ｐｄ，Ｐｔ，Ａｕ
，Ｚｎ，Ｚｒ，Ｈｆ，Ｈｇ，Ｇａ，Ｉｎ，Ｇｅ，Ｙ，Ａｓ，Ｓｂ，Ｔｌ，Ｎ，Ｃ，Ｓｉ，
Ｓｎ，Ｌｉ，Ｈ，Ｏ，Ｓ等が挙げられる。これらの不可避不純物は、導電率を低下させる
おそれがあることから、より少ないことが好ましい。
【００３３】
（小傾角粒界およびサブグレインバウンダリー長さ比率：ＬＬＢ／（ＬＨＢ＋ＬＬＢ））
　小傾角粒界およびサブグレインバウンダリーは加工時に導入された転位の密度が高い領
域であるため、全粒界中の小傾角粒界およびサブグレインバウンダリー長さ比率ＬＬＢ／
（ＬＨＢ＋ＬＬＢ）が２０％を超えるように組織制御することで、転位密度の増加に伴う
加工硬化により、強度（耐力）を向上させることが可能となる。全粒界中の小傾角粒界お
よびサブグレインバウンダリー長さ比率ＬＬＢ／（ＬＨＢ＋ＬＬＢ）における「全粒界」
には、小傾角粒界、サブグレインバウンダリー、大傾角粒界が含まれる。小傾角粒界およ
びサブグレインバウンダリー長さ比率ＬＬＢ／（ＬＨＢ＋ＬＬＢ）は、大傾角粒界の長さ
ＬＨＢと小傾角粒界およびサブグレインバウンダリーの長さＬＬＢの合計長さに占める小
傾角粒界およびサブグレインバウンダリー長さＬＬＢの割合である。
【００３４】
　小傾角粒界およびサブグレインバウンダリー長さ比率ＬＬＢ／（ＬＨＢ＋ＬＬＢ）は、
上記の範囲内でも２５％以上が好ましく、さらには３０％以上が好ましい。一方、小傾角
粒界およびサブグレインバウンダリー長さ比率ＬＬＢ／（ＬＨＢ＋ＬＬＢ）が高すぎると
、転位を経路とした原子の高速拡散が起こりやすく、応力緩和が起こりやすくなるおそれ
があるため、小傾角粒界およびサブグレインバウンダリー長さ比率ＬＬＢ／（ＬＨＢ＋Ｌ

ＬＢ）は８０％以下とすることが好ましく、７０％以下とすることがさらに好ましい。
　本実施形態では、ＥＢＳＤ装置の解析ソフトＯＩＭ　Ａｎａｌｙｓｉｓ（Ｖｅｒ．７．
３．１）にて測定される値であるＣＩ（Ｃｏｎｆｉｄｅｎｃｅ　Ｉｎｄｅｘ）値が０．１
以下の測定点を除き小傾角粒界およびサブグレインバウンダリー長さ比率ＬＬＢ／（ＬＨ

Ｂ＋ＬＬＢ）を算出している。ＣＩ値はある解析点から得られたＥＢＳＤパターンを指数
付けする際に、Ｖｏｔｉｎｇ法を用いることで算出され、０から１の値を取る。ＣＩ値は
指数付けと方位計算の信頼性を評価する値であるため、ＣＩ値が低い場合、すなわち解析
点の明瞭な結晶パターンが得られない場合には組織中にひずみ（加工組織）が存在してい
るといえる。特にひずみが大きい場合、ＣＩ値が０．１以下の値を取る。
【００３５】
（導電率：９０％ＩＡＣＳ以上）
　本実施形態である銅合金においては、導電率が９０％ＩＡＣＳ以上とされている。導電
率を９０％ＩＡＣＳ以上とすることにより、通電時の発熱を抑えて、純銅の代替として端
子、バスバー、放熱基板等の電子・電気機器用部品として良好に使用することが可能とな
る。
　導電率は９２％ＩＡＣＳ以上であることが好ましく、９３％ＩＡＣＳ以上であることが
さらに好ましく、９５％ＩＡＣＳ以上であることがより好ましく、９７％ＩＡＣＳ以上で
あることがより一層好ましい。
【００３６】
（０．２％耐力：１５０ＭＰａ以上４５０ＭＰａ以下）
　本実施形態である銅合金において、０．２％耐力が１５０ＭＰａ以上である場合には、
端子、バスバー、放熱基板等の電子・電気機器用部品の素材として特に適する。本実施形
態では、圧延方向に対して平行方向に引張試験を行った際の０．２％耐力を１５０ＭＰａ
以上とすることが好ましい。プレスによって端子、バスバー、放熱基板等を製造する際に
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は、生産性を向上させるため、コイル巻きされた条材が用いられるが、０．２％耐力が４
５０ＭＰａを超えるとコイルの巻き癖がつき生産性が低下する。このため、０．２％耐力
は４５０ＭＰａ以下とすることが好ましい。
　０．２％耐力は、２００ＭＰａ以上であることがさらに好ましく、２２５ＭＰａ以上で
あることがより好ましく、２５０ＭＰａ以上であることがより一層好ましい。０．２％耐
力は、４４０ＭＰａ以下であることがさらに好ましく、４３０ＭＰａ以下であることがよ
り好ましい。
【００３７】
（平均結晶粒径：１０μｍ以上１００μｍ以下）
　本実施形態である銅合金において、平均結晶粒径を１０μｍ以上とした場合には、原子
の拡散経路となる結晶粒界が必要以上に存在せず、耐応力緩和特性をさらに向上させるこ
とが可能となる。
　一方、本実施形態である銅合金において、平均結晶粒径を１００μｍ以下とした場合に
は、再結晶のための熱処理を高温、長時間とする必要がなく、製造コストの増加を抑制す
ることができる。
　平均結晶粒径は１５μｍ以上であることが好ましく、８０μｍ以下であることが好まし
い。
【００３８】
（残留応力率（１５０℃、１０００時間）：５０％以上）
　本実施形態である銅合金において、残留応力率が１５０℃、１０００時間で５０％以上
とされている場合には、高温環境下で使用した場合であっても永久変形を小さく抑えるこ
とができ、接圧の低下を抑制することができる。よって、本実施形態である銅合金は、自
動車のエンジンルーム周りのような高温環境下で使用される端子として適用することが可
能となる。
　残留応力率は、１５０℃、１０００時間で、６０％以上とすることが好ましく、７０％
以上とすることがさらに好ましく、７５％以上がより一層好ましい。
【００３９】
　次に、このような構成とされた本実施形態である銅合金の製造方法について、図１に示
すフロー図を参照して説明する。
【００４０】
（溶解・鋳造工程Ｓ０１）
　まず、銅原料を溶解して得られた銅溶湯に、Ｍｇを添加して成分調整を行い、銅合金溶
湯を製出する。Ｍｇの添加には、Ｍｇ単体やＣｕ－Ｍｇ母合金等を用いることができる。
また、Ｍｇを含む原料を銅原料とともに溶解してもよい。また、本合金のリサイクル材お
よびスクラップ材を用いてもよい。
　銅溶湯は、純度が９９．９９ｍａｓｓ％以上とされたいわゆる４ＮＣｕ、あるいは９９
．９９９ｍａｓｓ％以上とされたいわゆる５ＮＣｕとすることが好ましい。溶解工程では
、Ｍｇの酸化を抑制するため、また水素濃度低減のため、Ｈ２Ｏの蒸気圧が低い不活性ガ
ス雰囲気(例えばＡｒガス)による雰囲気溶解を行い、かつ溶解時の保持時間は最小限に留
めることが好ましい。
　成分調整された銅合金溶湯を鋳型に注入して鋳塊を製出する。量産を考慮した場合には
、連続鋳造法または半連続鋳造法を用いることが好ましい。
【００４１】
（均質化／溶体化工程Ｓ０２）
　次に、得られた鋳塊の均質化および溶体化のために加熱処理を行う。鋳塊の内部には、
凝固の過程においてＭｇが偏析で濃縮することにより発生したＣｕとＭｇを主成分とする
金属間化合物等が存在することがある。そこで、これらの偏析および金属間化合物等を消
失または低減させるために、鋳塊を３００℃以上９００℃以下にまで加熱する加熱処理を
行うことで、鋳塊内において、Ｍｇを均質に拡散させたり、Ｍｇを母相中に固溶させたり
する。この均質化／溶体化工程Ｓ０２は、１０分以上１００時間以下の保持時間で非酸化
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性または還元性雰囲気中で実施することが好ましい。
　加熱温度が３００℃未満では、溶体化が不完全となり、母相中にＣｕとＭｇを主成分と
する金属間化合物が多く残存するおそれがある。一方、加熱温度が９００℃を超えると、
銅素材の一部が液相となり、組織や表面状態が不均一となるおそれがある。よって、加熱
温度を３００℃以上９００℃以下の範囲に設定している。
　後述する粗加工の効率化と組織の均一化のために、均質化／溶体化工程Ｓ０２の後に熱
間加工を実施してもよい。この場合、加工方法に特に限定はなく、例えば圧延、引抜、押
出、溝圧延、鍛造、プレス等を採用することができる。熱間加工温度は、３００℃以上９
００℃以下の範囲内とすることが好ましい。
【００４２】
（粗加工工程Ｓ０３）
　所定の形状に加工するために、粗加工を行う。この粗加工工程Ｓ０３における温度条件
は特に限定はないが、再結晶を抑制するために、あるいは寸法精度の向上のため、冷間ま
たは温間圧延となる－２００℃から２００℃の範囲内とすることが好ましく、特に常温が
好ましい。加工率については、２０％以上が好ましく、３０％以上がさらに好ましい。加
工方法については、特に限定はなく、例えば圧延、引抜、押出、溝圧延、鍛造、プレス等
を採用することができる。
【００４３】
（中間熱処理工程Ｓ０４）
　粗加工工程Ｓ０３後に、加工性向上のための軟化、または再結晶組織にするために熱処
理を実施する。
　この際、Ａｇの粒界への偏析の局所化を防ぐためには、連続焼鈍炉による短時間の熱処
理が好ましい。加えて、Ａｇの粒界への偏析をより均一にするために、中間熱処理工程Ｓ
０４と後述する仕上加工工程Ｓ０５を繰り返し実施してもよい。
　この中間熱処理工程Ｓ０４が実質的に最後の再結晶熱処理となるため、この工程で得ら
れた再結晶組織の平均結晶粒径は最終的な平均結晶粒径にほぼ等しくなる。このため、最
終製品である銅合金（銅合金塑性加工材）における平均結晶粒径が所定の範囲内となるよ
うに熱処理条件を設定することが好ましい。例えば、最終製品である銅合金（銅合金塑性
加工材）における平均結晶粒径を１０μｍ以上１００μｍ以下の範囲内とする場合には、
好ましくは４００℃以上９００℃以下の保持温度、１０秒以上１０時間以下の保持時間で
、例えば７００℃で１秒から１２０秒程度保持することが好ましい。
【００４４】
（仕上加工工程Ｓ０５）
　中間熱処理工程Ｓ０４後の銅素材を所定の形状に加工するため、仕上加工を行う。この
仕上加工工程Ｓ０５における温度条件は特に限定はないが、加工時の再結晶を抑制するた
め、または軟化を抑制するために冷間、または温間加工となる－２００℃から２００℃の
範囲内とすることが好ましく、特に常温が好ましい。
【００４５】
　加工率は、最終形状に近似するように適宜選択されるが、仕上加工工程Ｓ０５において
小傾角粒界およびサブグレインバウンダリー長さ比率を高め、加工硬化によって強度を向
上させるためには、加工率を１０％以上とすることが好ましい。さらなる強度の向上を図
る場合には、加工率を１５％以上とすることがより好ましく、加工率を２０％以上とする
ことがさらに好ましい。一方、小傾角粒界およびサブグレインバウンダリーの過剰な増加
による曲げ加工性の劣化を抑制させるため、加工率を９５％以下とすることが好ましく、
加工率を９０％以下とすることがより好ましい。一般に加工率は、圧延や伸線の減面率で
ある。
【００４６】
（仕上熱処理工程Ｓ０６）
　次に、仕上加工工程Ｓ０５によって得られた塑性加工材に対して、Ａｇの粒界への偏析
、および残留ひずみの除去のため、仕上熱処理を実施してもよい。



(10) JP 6981587 B2 2021.12.15

10

20

30

40

50

　この際、熱処理温度が高すぎると小傾角粒界およびサブグレインバウンダリー長さ比率
ＬＬＢ／（ＬＨＢ＋ＬＬＢ）が大きく低下することから、熱処理温度は、１００℃以上８
００℃以下の範囲内とすることが好ましい。この仕上熱処理工程Ｓ０６においては、再結
晶による強度の大幅な低下を避けるように、熱処理条件（温度、時間）を設定する必要が
ある。例えば６００℃では０．１秒から１０秒程度保持、２５０℃では１時間から１００
時間とすることが好ましい。この熱処理は、非酸化雰囲気または還元性雰囲気中で行うこ
とが好ましい。熱処理の方法は特に限定はないが、製造コスト低減の効果から、連続焼鈍
炉による短時間の熱処理が好ましい。
　上述の仕上加工工程Ｓ０５と仕上熱処理工程Ｓ０６とを、繰り返し実施してもよい。
【００４７】
　このようにして、本実施形態である銅合金（銅合金塑性加工材）が製出される。圧延に
より製出された銅合金塑性加工材を銅合金圧延板という。
　銅合金塑性加工材の板厚を０．５ｍｍ以上とした場合には、大電流用途での導体として
の使用に適している。銅合金塑性加工材の板厚を８．０ｍｍ以下とすることにより、プレ
ス機の荷重の増大を抑制し、単位時間あたりの生産性を確保することができ、製造コスト
を抑えることができる。
　このため、銅合金塑性加工材の板厚は０．５ｍｍ以上８．０ｍｍ以下の範囲内とするこ
とが好ましい。
　銅合金塑性加工材の板厚は１．０ｍｍ超えとすることが好ましく、２．０ｍｍ超えとす
ることがより好ましい。一方、銅合金塑性加工材の板厚は７．０ｍｍ未満とすることが好
ましく、６．０ｍｍ未満とすることがより好ましい。
【００４８】
　以上のような構成とされた本実施形態である銅合金においては、Ｍｇの含有量が７０ｍ
ａｓｓｐｐｍ以上４００ｍａｓｓｐｐｍ以下の範囲内、Ａｇの含有量が５ｍａｓｓｐｐｍ
以上２０ｍａｓｓｐｐｍ以下の範囲内とされ、残部がＣｕ及び不可避不純物とした組成を
有し、Ｐの含有量が３．０ｍａｓｓｐｐｍ未満とされており、小傾角粒界およびサブグレ
インバウンダリーの長さＬＬＢと大傾角粒界の長さＬＨＢとがＬＬＢ／（ＬＬＢ＋ＬＨＢ

）＞２０％の関係を有しているので、導電率を大きく低下させることなく耐応力緩和特性
を向上させることができ、９０％ＩＡＣＳ以上の高い導電率と優れた耐応力緩和特性とを
両立することが可能となる。また、曲げ加工性、強度についても向上させることが可能と
なる。
【００４９】
　本実施形態である銅合金において、０．２％耐力が１５０ＭＰａ以上４５０ＭＰａ以下
の範囲内とされている場合には、厚さ０．５ｍｍを超える板条材としてコイル状に巻き取
っても、巻き癖がつくことがなく、取り扱いが容易となり、高い生産性を達成することが
できる。このため、大電流・高電圧向けの端子、バスバー、放熱基板等の電子・電気機器
用部品の銅合金として特に適している。
【００５０】
　本実施形態である銅合金において、平均結晶粒径が１０μｍ以上１００μｍ以下の範囲
内とされている場合には、原子の拡散経路となる結晶粒界が必要以上に存在せず、耐応力
緩和特性を確実に向上させることが可能となる。また、再結晶のための熱処理を高温、長
時間とする必要がなく、製造コストの増加を抑制することができる。
【００５１】
　本実施形態である銅合金において、残留応力率が１５０℃、１０００時間で５０％以上
とされている場合には、耐応力緩和特性に十分に優れており、高温環境下で使用される電
子・電気機器用部品を構成する銅合金として特に適している。
【００５２】
　本実施形態である銅合金塑性加工材は、上述の銅合金で構成されていることから、導電
性、耐応力緩和特性、曲げ加工性、強度に優れており、厚肉化した端子、バスバー、放熱
基板等の電子・電気機器用部品の素材として特に適している。
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【００５３】
　本実施形態である銅合金塑性加工材を、厚さが０．５ｍｍ以上８．０ｍｍ以下の範囲内
の圧延板とした場合には、銅合金塑性加工材（圧延板）に対して打ち抜き加工や曲げ加工
を施すことで、端子、バスバー、放熱基板等の電子・電気機器用部品を比較的容易に成形
することができる。
　本実施形態である銅合金塑性加工材の表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を形成した
場合には、端子、バスバー、放熱基板等の電子・電気機器用部品の素材として特に適して
いる。
【００５４】
　本実施形態である電子・電気機器用部品（端子、バスバー、放熱基板等）は、上述の銅
合金塑性加工材を用いて作製されたので、大型化および厚肉化しても優れた特性を発揮す
ることができる。
【００５５】
　以上、本発明の実施形態である銅合金、銅合金塑性加工材、電子・電気機器用部品（端
子、バスバー、放熱基板等）について説明したが、本発明はこれに限定されることはなく
、その発明の技術的思想を逸脱しない範囲で適宜変更可能である。
　例えば、上述の実施形態では、銅合金（銅合金塑性加工材）の製造方法の一例について
説明したが、銅合金の製造方法は、実施形態に記載したものに限定されることはなく、既
存の製造方法を適宜選択して製造してもよい。
【実施例】
【００５６】
　以下に、本発明の効果を確認すべく行った確認実験の結果について説明する。
　帯溶融精製法により、Ｐ濃度を０．００１ｍａｓｓｐｐｍ以下に精製した純度９９．９
９９ｍａｓｓ％以上の純銅からなる原料を高純度グラファイト坩堝内に装入して、Ａｒガ
ス雰囲気とされた雰囲気炉内において高周波溶解した。
　得られた銅溶湯内に、６Ｎ（純度９９．９９９９ｍａｓｓ％）以上の高純度銅と２Ｎ（
純度９９ｍａｓｓ％）以上の純度を有する純金属を用いて作製した各種添加元素を１ｍａ
ｓｓ％含む母合金を添加して成分調製し、断熱材（イソウール）鋳型に注湯することによ
り、表１、２に示す成分組成の鋳塊を製出した。
　鋳塊の大きさは、厚さ約３０ｍｍ×幅約６０ｍｍ×長さ約１５０～２００ｍｍとした。
【００５７】
　得られた鋳塊に対して、Ａｒガス雰囲気中において、８００℃で１時間の加熱（均質化
／溶体化処理）を行い、酸化被膜を除去するために表面研削を実施し、所定の大きさに切
断を行った。その後、適宜最終厚みになる様に厚みを調整して切断を行った。
　切断されたそれぞれの試料は表１，２に記載された条件にて粗圧延（粗加工）、中間熱
処理を実施し、更にその後仕上圧延、仕上熱処理を行い、それぞれ表１，２に記載された
厚さ×幅約６０ｍｍの特性評価用条材を製出した。
【００５８】
　以下の項目について評価を実施した。
【００５９】
（組成分析）
　得られた鋳塊から測定試料を採取し、Ｍｇは誘導結合プラズマ発光分光分析法で、その
他の元素はグロー放電質量分析装置（ＧＤ-ＭＳ）を用いて測定した。測定は試料中央部
と幅方向端部の二カ所で測定を行い、含有量の多い方をそのサンプルの含有量とした。そ
の結果、表１，２に示す成分組成であることを確認した。
【００６０】
（小傾角粒界およびサブグレインバウンダリー長さ比率／平均結晶粒径）
　圧延面、すなわちＮＤ面(Ｎｏｒｍａｌ　ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ）を観察面として、ＥＢ
ＳＤ測定装置及びＯＩＭ解析ソフトによって、次のように結晶粒界および結晶方位差分布
を測定した。
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　耐水研磨紙、ダイヤモンド砥粒を用いて機械研磨を行った後、コロイダルシリカ溶液を
用いて仕上げ研磨を行った。ＥＢＳＤ測定装置（ＦＥＩ社製Ｑｕａｎｔａ　ＦＥＧ　４５
０，ＥＤＡＸ／ＴＳＬ社製（現　ＡＭＥＴＥＫ社）　ＯＩＭ　Ｄａｔａ　Ｃｏｌｌｅｃｔ
ｉｏｎ）と、解析ソフト（ＥＤＡＸ／ＴＳＬ社製（現　ＡＭＥＴＥＫ社）ＯＩＭ　Ｄａｔ
ａ　Ａｎａｌｙｓｉｓ　ｖｅｒ．７．３．１）によって、電子線の加速電圧１５ｋＶ、１
００００μｍ２以上の測定面積を、０．２５μｍの測定間隔のステップでＣＩ値が０．１
以下である測定点を除いて、各結晶粒の方位差の解析を行い、隣接する測定点間の方位差
が１５°以上となる測定点間を結晶粒界とし、解析ソフトによって算出されるＡｒｅａ　
Ｆｒａｃｔｉｏｎにより平均結晶粒径Ａを求めた。その後、平均結晶粒径Ａの１０分の１
以下となる測定間隔のステップで測定して、総数１０００個以上の結晶粒が含まれるよう
に、複数視野で１００００μｍ２以上となる測定面積で、データ解析ソフトＯＩＭにより
解析されたＣＩ値が０．１以下である測定点を除いて解析し、隣接する測定点間の方位差
が２°以上１５°以下となる測定点間を小傾角粒界およびサブグレインバウンダリーとし
、その長さをＬＬＢ、１５°を超える測定点間を大傾角粒界としその長さをＬＨＢとする
ことで、全粒界における小傾角粒界およびサブグレインバウンダリー長さ比率ＬＬＢ／（
ＬＬＢ＋ＬＨＢ）を求めた。
【００６１】
（機械的特性）
　特性評価用条材からＪＩＳ　Ｚ　２２４１に規定される１３Ｂ号試験片を採取し、ＪＩ
Ｓ　Ｚ　２２４１のオフセット法により、０．２％耐力を測定した。試験片は、圧延方向
に平行な方向で採取した。
【００６２】
（導電率）
　特性評価用条材から幅１０ｍｍ×長さ６０ｍｍの試験片を採取し、４端子法によって電
気抵抗を求めた。マイクロメータを用いて試験片の寸法測定を行い、試験片の体積を算出
した。測定した電気抵抗値と体積とから、導電率を算出した。試験片は、その長手方向が
特性評価用条材の圧延方向に対して平行になるように採取した。
【００６３】
（耐応力緩和特性）
　耐応力緩和特性試験は、日本伸銅協会技術標準ＪＣＢＡ－Ｔ３０９：２００４の片持は
りねじ式に準じた方法によって応力を負荷し、１５０℃の温度で１０００時間保持後の残
留応力率を測定した。
　試験方法としては、各特性評価用条材から圧延方向に対して平行な方向に試験片（幅１
０ｍｍ）を採取し、試験片の表面最大応力が０．２％耐力の８０％となるよう、初期たわ
み変位を２ｍｍと設定し、スパン長さを調整した。上記表面最大応力は次式で定められる
。
表面最大応力（ＭＰａ)＝１．５Ｅｔδ0/Ｌs

2

ただし、
　Ｅ：ヤング率（ＭＰａ）
　ｔ：試料の厚さ（ｍｍ）
　δ０：初期たわみ変位（ｍｍ）
　Ｌｓ：スパン長さ（ｍｍ）
である。
　１５０℃の温度で、１０００時間保持後の曲げ癖から、残留応力率を測定し、耐応力緩
和特性を評価した。なお残留応力率は次式を用いて算出した。
残留応力率（％）＝（１－δt/δ0）×１００
ただし、
　δｔ：１５０℃で１０００時間保持後の永久たわみ変位（ｍｍ）－常温で２４時間保持
後の永久たわみ変位（ｍｍ）
　δ０：初期たわみ変位（ｍｍ）
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【００６４】
（曲げ加工性）
　日本伸銅協会技術標準ＪＣＢＡ－Ｔ３０７：２００７の４試験方法に準拠して曲げ加工
を行った。
　圧延方向と試験片の長手方向が垂直になるように、特性評価用条材から幅１０ｍｍ×長
さ３０ｍｍの試験片を複数採取し、曲げ角度が９０度、曲げ半径が０．０５ｍｍのＷ型の
治具を用い、Ｗ曲げ試験を行った。
　曲げ部の外周部を目視で確認し割れが観察された場合は「Ｃ」、大きなしわが観察され
た場合は「Ｂ」、破断や微細な割れ、大きなしわを確認できない場合を「Ａ」として判定
を行った。「Ｂ」までを許容できる曲げ加工性と判断した。
【００６５】
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【００６６】
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【表２】

【００６７】
　比較例１は、Ｍｇの含有量が本発明の範囲よりも少ないため、残留応力率が低く、耐応
力緩和特性が不十分であった。
　比較例２は、Ｐの含有量が本発明の範囲を超えており、曲げ加工性がＣ判定となり、不
十分であった。
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　比較例３は、小傾角粒界およびサブグレインバウンダリー長さ比率が本発明の範囲より
も少ないため、０．２％耐力が低く、強度が不十分であった。
　比較例４は、Ａｇの含有量が本発明の範囲よりも少ないため、残留応力率が低く、耐応
力緩和特性が不十分であった。
　比較例５は、Ｍｇの含有量が本発明の範囲を超えており、導電率が低くなった。
【００６８】
　これに対して、本発明例１－３０においては、導電率と耐応力緩和特性とがバランス良
く向上されており、曲げ加工性にも優れていた。
　以上のことから、本発明例によれば、高い導電率と優れた耐応力緩和特性とを有すると
ともに、曲げ加工性に優れた銅合金を提供可能であることが確認された。
【産業上の利用可能性】
【００６９】
　本発明によれば、高い導電率と優れた耐応力緩和特性とを有するとともに、曲げ加工性
、強度に優れた銅合金、銅合金塑性加工材、電子・電子機器用部品、端子、バスバー、放
熱基板を提供することが可能となる。

【図１】
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